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研究成果の概要（和文）：本研究では、ユーザー自身がどのようにしてイノベーションを生み出すのかというイノベー
ションプロセスの動態面に注目し、ユーザーによる製品開発中に起こるアクター同士の相互作用やプロセスの流れ、開
発期間中に重要となる要因などの解明を行った。本研究から、ユーザーによるコミュニティの生成や、イノベーション
を生み出す中心となるリードユーザー以外にも多くのユーザーが異なる役割を担いながら開発に参加することが分かっ
た。さらに、対象範囲を広げ、こうしたユーザーによるイノベーションが先進国圏のみではなく、ますます重要性を高
めつつある新興国圏においても発生することや、それらの意義についても確認することができた。

研究成果の概要（英文）：In this study, we focused on the dynamics surface of the innovation process of 
whether produce innovations in the user himself how. Then, in the research, we revealed the flow of 
interaction and processes of actors with each other that occur in the product development by the user. In 
addition, we found the factors that are important during the development period. Through this study, it 
was found that the generation of user communities and many users other than lead users to produce the 
innovation is to participate in the development while play different roles. In addition, we expanded the 
scope. And we were able to clarify that the user innovation is not only developed country bloc, that and 
also occur in the emerging area that is becoming increasingly enhance the importance,and for their 
significance.
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１．研究開始当初の背景 
(1)経営学研究において、イノベーションには
複数のパターンや異なる形態が存在するこ
とがこれまでの研究から明らかとなってい
る。本研究が分析対象とするユーザーイノベ
ーションは、イノベーションの 1 つのパター
ンとして明らかにされたもので、そこではイ
ノベーションを起こす主体が、これまで常識
とされてきたメーカーではなく、ユーザーで
あることが明らかにされてきた。ある種の製
品や産業では、イノベーションの大半をメー
カーではなく、そのユーザーが生み出してき
たことが 1970 年代後半以降、米国研究者の
Eric von Hippel によって明らかにされてき
たのである(von Hippel,2005)。こうしたイノ
ベーションのパターンは、それが企業にとっ
て新たなイノベーション創出の可能性を秘
めているために、その後多くの企業や研究者
の注目を集めることとなった。 
(2)1970 年代後半以降、ユーザーイノベーシ
ョン研究は、なぜユーザーがイノベーション
を起こすのか、またどういった特徴をもつユ
ーザーがイノベーションを起こすのかとい
った点を主なリサーチ・クエスチョンとして
展開されてきた(von Hippel,1994;2005)。こ
うした点が明らかになると共に、新たな問い
として、各種製品・産業においてユーザーに
よるイノベーションがどの程度見られるの
か、またユーザーによるイノベーションをい
かに企業の製品開発の現場に取り入れるの
かといった研究が行われるようになった
(von Hippel,2005)。近年ますます、ユーザー
イノベーション研究が取り上げる事例の範
囲は広く、多様化している。また、ユーザー
によるイノベーションの実態も、インターネ
ット等の普及に伴い、ユーザーがイノベーシ
ョンの為に必要な技術や資源を容易に手に
できるケースが増えており、増加している。
「 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 民 主 化 」 (von 
Hippel,2005)という言葉に示されるように、
ユーザーによるイノベーションが多くの場
で活発に起こっているのである。 
(3)こうした中で、本研究が取り上げるユーザ
ーによる製品開発プロセスはこれまで、問題
解決アプローチと呼ばれる視点から論じら
れてきた(von Hippel,2005)。このアプローチ
によって、ユーザーによるイノベーション開
発時の利点が明らかにされてきた。しかし、
公式組織を有するメーカー側で行われる通
常の開発活動とは異なるユーザーによる製
品開発中に、そこで何が行われているのか、
あるいはユーザーによる開発活動はどのよ
うに進行するのか、またそこではどのような
要因が重要となるのかといったイノベーシ
ョンプロセスの動態的な側面については明
らかにされてこなかった。 
(4) こうした研究背景のもと、筆者はこれま
でユーザーイノベーションのプロセスを解
明し、そのモデル化を進めてきた。メーカー
側の新製品開発プロセスに焦点を当てた既

存の研究成果から、イノベーションを効果的
にマネジメントするには、まずはその活動を
理解し、その特長を知ることが必要であるこ
とが明らかになっている。既存の製品開発研
究における知見から、ユーザーによるイノベ
ーションを企業側でマネジメントしていく
際にも、まずはユーザーによる開発プロセス
を明らかにする必要がある。こうした問題意
識のもとに進めたユーザーイノベーション
プロセスの研究成果が、企業の新たな製品開
発活動と共通の論理基盤をもっていること
に着目したのが本研究の動機となる。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は、イノベーションが民主化
する現代における、効果的な新製品開発活動
のあり方を考察し、そのメカニズムをユーザ
ーによるイノベーション創出プロセスの論
理と構造から解明することにある。 
(2)より具体的には、本研究では既存研究と異
なる視点、つまり、ユーザーによるイノベー
ション開発の動態的なプロセスに焦点を当
て、インタビュー調査を経てユーザーイノベ
ーションプロセスのモデルを構築する。 
(3)構築したモデル要素を土台にして、複数日
本企業へのインタビュー調査を通じて、企業
の新たな製品開発活動の実態とその解明を
行う。  
(4)こうした目的を達成することで、新製品開
発研究に新たな視座をもたらすと共に、ユー
ザー参加型の新製品開発活動に対する分析
枠組みを構築し、同時に日本のものづくりに
新たな指針を示すことが本研究の目的とな
る。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究は、ユーザー側及び企業側の新製品
開発プロセスに焦点を当てるため、イノベー
ションのプロセスを研究者側で再構成する
にあたり、詳細なデータの取得と当事者及び
関係者に対するインタビュー調査を実施し
た。 
(2)既存研究成果を土台に、複数インタビュー
調査を通じてユーザーによるイノベーショ
ンプロセスのモデルを精緻化した。 
(3)研究は主に質的研究手法を用いて行った。
具体的にはケーススタディを用いた分析を
行っている。ケーススタディはインタビュー
等の質的データから、単一あるいは複数の事
例を深く、多面的に分析を行うための研究ア
プローチである。ケーススタディの利点は、
対象事例をもとに、既存の理論やモデルのバ
イアスを受けずに自由に発想できるため、新
たな理論や他のアプローチでは困難な新規
の理論を構築することができる点にあり、あ
る領域に関する初期段階や、当該領域に新た
な視点を持ち込む場合に特に有効なアプロ
ーチとされており(桑嶋,2005)、本研究の方法
として最も妥当であると考える。 
 



４．研究成果 
(1)ユーザーによるイノベーションプロセス
モデルの精緻化を行った。これは、筆者が行
ってきたユーザーによるイノベーションプ
ロセスのモデルとそこでの考察結果を、複数
インタビュー調査を通じて精緻化したもの
である。こうした調査を通じて、ユーザーに
よるイノベーションの生成過程は多様であ
り、複数の異なる形態が存在することを明ら
かにした。特に、モデル化したのは以下の 3
つのパターンである。1 つめは、製品開発時
点における製品構造がインテグラル型であ
り、かつ当該イノベーションを補完する技術
的環境が他のユーザー間にも共有されてい
た場合に、他の一般ユーザーがリードユーザ
ーのアウトプットの開発に参加するコミュ
ニティが形成され、さらに、他の一般ユーザ
ーによるリードユーザーのアウトプットを
もとにした独自開発が起こる場合である。こ
こでは、時間軸に沿って、ユーザーのリード
ユーザー化の過程やコミュニティの形成、コ
ミュニティの階層化、リードユーザーによる
コミュニティのマネジメント等が見られた。
2 つめは、開発時点において製品構造がモジ
ュラー型であり、かつ当該イノベーションを
補完する技術的環境が他のユーザー間で共
有されていた場合であり、このケースでは他
の一般ユーザー参加型のコミュニティは形
成されないが、リードユーザーのイノベーシ
ョンをもとにした他の一般ユーザーによる
多様な独自開発が起こっていた。最後に、開
発時点において製品構造がインテグラル型
であり、かつ当該イノベーションを補完する
技術的環境が他の一般ユーザー間で共有さ
れていなかった場合には、他の一般ユーザー
参加型コミュニティも、他の一般ユーザーに
よる独自開発も起こらず、リードユーザーが
独自に開発を行うことが明らかとなった。こ
うしたモデルごとの違いが生じる要因は、当
該製品開発時点での製品構造におけるアー
キテクチャの違い（インテグラル型－モジュ
ラー型）と、当該製品イノベーションを補完
する技術的環境が他のユーザー間で共有さ
れていたか否か（共有－非共有）の違いによ
って生じた点が明らかになった。リードユー
ザーによるイノベーションプロセスの動態
面においてはこれまで既存研究の蓄積がほ
とんどなく、こうした点を明らかにしたこと
で、ユーザーイノベーションをプロセスの視
点から考察することの重要性を指摘するこ
とができた。 
(2)既存の製品開発とは異なる形でイノベー
ションを生み出した組織構造の解明を行っ
た。ここでは特に、ユーザーがイノベーショ
ンプロセスにおいて生み出す非公式のコミ
ュニティ組織の構造を解明し、どういった要
因がイノベーションを生み出す鍵となった
のかを明らかにした。具体的には、イノベー
ションを生み出すユーザーのコミュニティ
には初期リードユーザーを頂点とする非公

式な階層構造が見られること、コミュニティ
に参加するユーザーは、その能力や参加時期
によって異なる役割を担っていること、開発
を円滑に進めるための、リードユーザーによ
る緩やかなマネジメントや、成果のチェック
機能が見られること、コミュニティ内におい
ては特に、多様なユーザーによるアウトプッ
トの無償での公開が見られること、コミュニ
ティ参加者のモチベーションは一律ではな
く、そこでの役割や参加時期の違いによって
明確な違いが見られることなどを明らかに
した。 
(3)新たな製品開発の実態とその解明を行っ
た。上記の考察から、ユーザーとのコラボレ
ーションや価値の共創といった企業の新た
な製品開発活動の実態を調査すると共に、ユ
ーザーによる製品開発プロセスのモデルと
論理を軸に、企業に必要とされる組織構造や
協業の仕組みを明らかにし、新たな製品開発
のメカニズムを考察する独自の分析枠組み
を検討した。複数企業では顧客参加型の製品
開発が行われており、そこでは参加するユー
ザーのモチベーションや製品化移行時期に
関する課題が多く見られることが明らかと
なった。 
(4)最後に、近年成長著しい新興国圏における
ユーザーイノベーションについても考察を
行った。ASEAN 圏を中心に、新興国圏は経
済成長に伴う中間所得層の増加から、これま
での生産拠点としての重要性のみならず、市
場としての重要性を増している。こうした市
場を対象としたイノベーションの形態とし
て、近年、リバース・イノベーションやフル
ーガル・イノベーションといった、先進国圏
とは異なる形態のイノベーションが注目を
集めている。本研究では、こうした新しいタ
イプのイノベーションとして取り上げられ
ている製品事例の内いくつかが、ユーザーに
よって生み出されたイノベーションである
ことを明らかにした。また、情報の粘着性と
いう視点から考察した場合、新興国圏におけ
る現地ニーズが先進国圏と乖離しているほ
ど、また開発に必要となる技術的知識が現地
に普及しているほど、新興国圏のユーザー自
身がイノベーターになる可能性が高く、また
実際に複数事例から上記の点を確認するこ
とができた。 
(5)ユーザーによるイノベーションの重要性
については多く指摘されているが、彼らが行
うイノベーションの過程を精緻に分析する
研究は未だ少ない。本研究ではイノベーショ
ンの過程（プロセス）という視点から、既存
のユーザーイノベーション研究では扱われ
ることの少なかった課題に光を当てた。今後
も継続的に分析事例を増やし、ユーザーによ
るイノベーションを多面的に分析できるフ
レームワークについて検討していく必要が
ある。 
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